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７地方本部と 10県本部を抱え，事業規模は 130 億円を超えており，職員も 550 人が在籍す
るかなり大きな組織である． 





























































































































































































生産要素である労働力を L，資本を K，産出量をQ，生産能力を Aとした場合の労働生産
性と資本生産性はそれぞれ， 
 
労働生産性（LP）＝ 産出量（Q）／ 労働力（L）・・・（１） 
資本生産性（CL）＝ 産出量（Q）／ 資本（K）・・・（２）    と表せる． 
（２）式を変換すると， 
 
産出量（Q）＝ 資本生産性（CL）× 資本（K）  
となるのでこの式を（１）に代入すると， 
 
労働生産性（LP）＝｛資本生産性（CL）× 資本（K）｝／ 労働力（L）・・・（３） 
となる．この（３）式を展開すると， 
 














































































































































労働生産性（LP）＝ 産出量（Q）／ 労働力（L）・・・（１）式を変形すると、 
産出量（Q）＝ 労働生産性（LP）× 労働力（L）・・・（６）となる。 
（６）式を人口（P）で除すと， 
 
産出量（Q）÷ 人口（P）＝労働生産性（LP）×｛労働力（L）÷ 人口（P）｝ 
これは産出量を GDPとして捉えるならばすなわち， 
 





せる必要があるのだ．中島（2001）は，世界銀行のデータから約 129 ヶ国の 1985 年から























度影響していたのかを分析してみた結果，1980 年から 1990 年代前半までの経済成長は，
就業者の増加がわずかに寄与していた程度で，ほとんどは労働生産性の改善で説明できる
とした（p．11）．これは中島の分析と一致している．しかし一方で、労働力人口が減少し










































公表した 2007年の名目労働生産性水準によると，全産業の平均が 784 万円であったのに対
し，小売業は 456 万円と約６割程度の水準であった．この水準はサービス産業の平均 547
万円と比べてもかなり低い結果である．サービス業の生産性が問題視されているが，小売
業はその中でも特に課題が多い産業のようである．しかも，これは短期的な課題ではない．
2000 年の名目労働生産性水準を比較しても全産業平均が 776 万円であるのに対し，小売業
は 423 万円と約６割の水準であった．小売業の低生産性は恒常的なものと言えるのだ． 
表１ 2000年から 2007 年における労働生産性の動向 
  全産業平均値 卸小売業平均値 小売業の平均値 卸売業 サービス産業平均 
  万円 万円 万円 万円 万円 
2000 年 776 619 423 627 572 
2001 年 769 618       
2002 年 774 614       
2003 年 775 608       
2004 年 781 626 434 664 552 
2005 年 786 639       
2006 年 785 636       
2007 年 784 640 456 668 547 
図１ 2000年から 2007 年における労働生産性の動向 



















同じ調査によれば，資本金 10億円以上の企業の生産性が 706 万円であるのに対し，資本金













表２ 小売業・企業規模別名目労働生産性水準  
  全規模 資本金 10億円以上 資本金 5千万円から 10億円 資本金 5千万円未満 
  万円 万円 万円 万円 
1995 年度 480 751 558 412 
2000 年度 423 705 549 342 
2005 年度 450 737 551 334 



















































































































































































































































































































































































 2008 年度の上場小売業の名目労働生産性は 2,017 万円であり，2000年度と比較して約













年度 上場企業の平均値 卸小売業の平均値 小売業の平均値 全産業の平均値 
2000  1,830 629    769  
2001  1,872  619  423  776  
2002  1,929  618    769  
2003  1,973  614    774  
2004  1,982  608    775  
2005  2,025  626  434  781  
2006  2,023  639    786  
2007  2,056  636    785  











































年度 サンプル企業数 従業員一人当り売上高・営業収益 売上高付加価値率 
2000  419 社  7,744 万円 27.52％ 
2001  436 社 8,193 万円 28.31％ 
2002  441 社 8,359 万円 28.77％  
2003  405 社 8,571 万円 29.68％  
2004  422 社 8,732 万円 29.42％  
2005  405 社 8,953 万円 29.79％  
2006  393 社 9,097 万円  29.57％  
2007  372 社 8,877 万円 30.46％  




































































とで，その特長を明らかにする．観測期間は 2003年度から 2005年度と 2006 年度から 2008
年度の 2期間である．以上の分析結果を表３と表４にまとめている． 
 まず，2003 年度から 2005 年度において労働生産性が向上した企業はサンプル数 396 社
の内 235 社であった．つまり，残りの約４割の 161 社が，この期間に労働生産性を悪化さ
せていたことになる．労働生産性を向上させた企業における，労働生産性の水準の平均値

































 2006 年度から 2008 年度においては，労働生産性が向上した企業はサンプル数 349 社の
内 168 社であった．つまり，残りの約５割の181 社がこの期間に労働生産性を悪化させて
いたことになる．2003 年度から 2005年度と比較すると全体的に労働生産性が悪化した期


















表３ 労働生産性を向上させた企業と悪化させた企業の比較  
（2003 年度から 2005年度データ．数値は平均値，（）は変化率を示す．） 
    従業員数 付加価値額 社数 労働生産性 従業員数 付加価値額 売上高対営業利益率 売上高対経常利益率 ＲＯＡ 
    の変化 の変化 社 万円 人 百万円 % % % 
増加 増加 121 2,246(+18.2%） 745(+32.6%） 17,905(+53.4%） 6.5%(+1.3%) 6.5%(+1.3%) 11.1%(+1.9%) 
増加 減少 2 940(+25.4%) 1,221(+4.7%) 1,951(-1.9%) 1.7%(-0.4%) 2.1%(-0.7%) 5.4%(-2.2%) 
減少 増加 57 2,080(+23.7%) 1,356(-7.4%) 30,668(+15.5%) 5.2%(+1.5%) 5.3%(+1.6%) 6.2%(+1.5%) 
減少 減少 55 2,025(+10.3%) 1,246(-14.8%) 25,820(-7.7%) 2.1%(+0.2%) 2.3%(+0.2%) 3.0%(+0.1%) 
向
上 
向上した企業合計 235 2,194(+17.7%) 1,006(+11.6%) 22,717(+29.4%) 5.1%(+1.1%) 5.2%(+1.1%) 7.9%(+1.4%) 
増加 増加 80 1,903(-9.6%) 647(+52.2%) 12,458(+31.2%) 5.5%(-1.1%) 5.6%(-0.9%) 9.0%(-1.8%) 
増加 減少 29 1,785(-17.7%) 611(+8.5%) 9,862(-11.3%) 3.25%(-2.5%) 3.4%(-2.3%) 4.2%(-4.0%) 
減少 増加 5 1,747(-2.2%) 702(-4.7%) 12,625(3.5%) 2.8%(-0.6%) 2.8%(-0.5%) 4.5%(-1.0%) 








悪化した企業合計 161 1,795(-10.4%) 735(+24.1%) 13,879(+8.9%) 3.6%(-1.5%) 3.6%(-1.3%) 5.8%(-2.1%) 
（日経 NEEDS－FinancialQUESTのデータを基に作成） 
 
表４ 労働生産性を向上させた企業と悪化させた企業の比較  
（2006 年度から 2008年度データ．数値は平均値，（）は変化率を示す．） 
    従業員数 付加価値額 社数 労働生産性 従業員数 付加価値額 売上高対営業利益率 売上高対経常利益率 ＲＯＡ 
    の変化 の変化 社 万円 人 百万円 % % % 
増加 増加 102 2,263(+10.9%） 883(+21.2%） 18,953(+35.8%） 4.8%(+0.7%) 5.0%(+0.7%) 8.6%(+1.1%) 
増加 減少 5 3,284(+10.3%) 274(+9.5%) 5,387(-9.2%) 15.3%(+11.4%) 11.2%(+7.6%) 2.9%(-1.4%) 
減少 増加 35 2,307(+13.3%) 837(-5.6%) 20,387(+9.7%) 3.1%(+0.2%) 3.2%(+0.3%) 5.3%(+0.2%) 
減少 減少 26 2,155(+12.5%) 990(-12.6%) 23,376(-6.1%) 1.6%(-0.2%) 1.8%(-0.1%) 2.6%(+0.0%) 
向
上 
向上した企業合計 168 2,286(+11.6%) 872(+11.6%) 19,533(+22.5%) 4.3%(+0.7%) 4.3%(+0.7%) 6.8%(+0.7%) 
増加 増加 93 2,003(-8.7%) 1,011(+37.2%) 21,883(+19.9%) 5.2%(-1.5%) 5.2%(-1.5%) 8.3%(-2.4%) 
増加 減少 47 1,616(-17.8%) 802(+11.8%) 12,303(-11.5%) 2.5%(-3.2%) 3.6%(-2.6%) 3.8%(-4.3%) 
減少 増加 1 1,161(-5.3%) 182(-1.1%) 2,167(1.5%) 7.2%(-0.6%) 6.8%(-1.1%) 6.0%(-1.4%) 



























2006 年度から 2008 年度を除けば，労働生産性を向上させた企業の中で，従業員数を増や
した企業と減らした企業の割合はほぼ半分程度であった． 



































次にその特長をより明確にするため，経営指標についても比較を行ってみる．   
売上高・営業収益を比較すると，従業員数を増やした企業の平均売上高・営業収益は
68,577 百万円と中規模であるがその伸び率は 39.8%と高かった．また，平均的な従業員数
は 736 人で伸び率は 32.2％と急激に増えていることが分かる．つまり，端的に表現すれば
成長過程にある企業と言えるだろう．このような企業は，売上高対経常利益率が 6.4％と
収益性でも高い水準にあった．一方，従業員数を減らした企業の平均売上高・営業収益は
133,574 百万円で伸び率は 2.5％であった．年商 1,000 億円を超えているので小売企業の中
ではかなり大手企業に入るが，恐らく成長スピードが鈍化しているのだろうと推測できる．
収益性については売上高対経常利益率が 3.8％と相対的に低い水準にあった．従業員数は
平均して 1,302 人とかなり大規模なことが分かるが，2003 年度から 2005 年度の間では従
業員数を-11.0％と減らしていた．３期間においてはいずれも同様の傾向が見られるが，
 47 



















期間 従業員数 ｎ 売上高・営業収益 売上高経常利益率 労働生産性 従業員数 付加価値額 
      百万円 % 万円 人 百万円 
増加 140  51,646(+58.8%) 6.1(+0.6%) 2,220(+19.7%) 673(+41.2%) 12,453(+72.1%) 
2000年～2002年 
減少 127  139,088(-0.8%) 2.4(+0.2%) 1,875(+18.6%) 1,462(-14.5%) 29,194(+1.3%) 
増加 123  68,577(+39.8%) 6.4(+1.2%) 2,323(+18.3%) 736(+32.2%) 17,645(+52.5%) 
2003年～2005年 
減少 112  133,574(+2.5%) 3.8(+0.9%) 2.053(+17.1%) 1.302(-11.0%) 28,287(+4.1%) 
増加 107  85,847(+26.3%) 5.5(+1.1%) 2,357(+10.9%) 862(+20.6%) 18,499(+33.8%) 
2006年～2008年 








従業員数 ｎ 人件費・労務費 賃借料 租税公課 減価償却費 支払特許料 純金利負担 利払後事業利益 
の変化   百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
増加 140  6,358(+34.2%) 2,725(+16.4%) 149(+0.9%) 871(+3.9%) 31(+0.3%) 3(-0.1%) 2,316(+16.5%) 
減少 127  15,964(-1.2%) 7,380(-0.2%) 444(-0.2%) 2,198(-0.2%) 20(+0.1%) 154(-0.1%) 3,034(+3.1%) 
増加 123  7,264(+24.5%) 3,964(+10.2%) 146(+0.9%) 1,159(+2.4%) 34(+0.0%) ▲68(-0.1%) 5,147(+14.6%) 
減少 112  15,222(-1.8%) 7,250(+0.3%) 390(+0.1%) 2.260(-0.1%) 25(-0.0%) ▲52(+0.1%) 3,193(+5.6%) 
増加 107  8,920(+15.0%) 4,292(+6.1%) 173(+0.1%) 1,278(+2.1%) 1(+0.1%) ▲63(-0.4%) 3,898(+10.7%) 




業についても比較した結果である．2003 年度から 2005 年度はサンプル企業数 396 社に対
して，労働生産性を悪化させた企業数は 161 社であった．そのうち従業員数を増やした企









































（2003 年度から 2005年度データ．数値は平均値・（）の中の数値は伸び率） 
労働生産性 従業員数 ｎ 売上高・営業収益 売上高経常利益率 労働生産性 従業員数 付加価値額 
      百万円 % 万円 人 百万円 
増加 123  68,577(+39.8%) 6.4(+1.2%) 2,323(+18.3%) 736(+32.2%) 17,645(+52.5%) 
向上 
減少 112  133,574(+2.5%) 3.8(+0.0%) 2,053(+17.1%) 1,302(-11.0%) 28,288(+4.1%) 
増加 109  51,302(+26.2%) 5.0(-1.3%) 1,872(-11.6%) 637(+40.6%) 11,767(+19.9%) 
悪化 




労働生産性 従業員数 ｎ 人件費・労務費 賃借料 租税公課 減価償却費 支払特許料 純金利負担 利払後事業利益 
      百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
増加 123  7,264(+24.5%) 3,964(+10.2%) 146(+0.9%) 1,159(+2.4%) 34(+0.0%) ▲68(-0.1%) 5,147(+14.6%) 
向上 
減少 112  15,222(-1.8%) 7,250(+0.3%) 390(+0.1%) 2,260(-0.1%) 25(-0.0%) ▲52(+0.1%) 3,193(+5.6%) 
増加 109  5,884(+12.6%) 2,804(+5.2%) 128(+0.3%) 875(+1.7%) 48(+0.0%) 75(-0.3%) 1,953(+0.3%) 
悪化 







2003 年度から 2005 年度で計測したそれぞれの企業が，2006年度から 2008 年度においては
どのような動向にあったのかを確認してみたものが，表９と図３である．  
 まず表９から確認してみたい．2003 年度から 2005 年度に従業員数を増加させながら労
働生産性を向上させた企業は 123 社あった．この 123 社が，2006 年度から 2008 年度にお
いて労働生産性や従業員数がどのような動向にあったかを右に表している．例えば，123
社の中で，2003 年度から 2005 年度に引き続いて，従業員数を増加させながら労働生産性
を向上させた企業は 34 社であり，123 社の 28.1%が該当したことを表している．また，労
働生産性は引き続き向上していたが，従業員数が減少に転じていたのは 123 社の中で 13
社であり 10.7%と少なかった．そして，労働生産性が悪化に転じてしまった企業は 62社（56





から 2008 年度にデータが取れなかった企業である． 
「その他」の具体的な例として，従業員数を減らしていた企業について調査した結果を











４つである．この４つのタイプに属する企業が，2003 年度から 2005 年度においては労働
生産性の動向が，どのタイプであったのかを表している．例えば，（１）2006 年度から 2008
年度に労働生産性が向上して従業員数も増加した企業の中の約 30％は，2003 年度に 2005
年度においても従業員数を増やしながら労働生産性を向上させていたことを表している．
また，32.1%の企業は 2003 年度から 2005 年度に労働生産性を悪化させていたが，従業員数
は増加していた企業であったということが分かる．つまり，（１）の企業は，2003 年度か
ら 2005 年度に従業員数を増やしていた企業でほぼ 60％を占めていることになる．最も構











 反対に，2006 年度から 2008 年度において従業員数を減らしていた企業である（２）と
（４）は，2003 年度から 2005 年度において従業員数を減らしていた企業の構成比が高か
った．このことは，従業員数を減らすようなネガティブなトレンドを，短期的な労働生産
性指標の動向では表せなかった可能性を示唆している．また，2003 年度から 2005 年度に
 52 
おいて従業員数を減らしながら労働生産性指標を改善しているような「リストラ型」の企











労働生産性 従業員 2003年度から2005年度 労働生産性 従業員 2006年度から2008年度 構成比 
    社     社 ％ 
向上 増加 35 28.1% 
向上 減少 13 10.7% 
悪化 増加 57 46.3% 
悪化 減少 6 5.0% 
向上 増加 123 
その他 12 9.9% 
向上 増加 23 20.5% 
向上 減少 21 18.8% 
悪化 増加 27 24.1% 
悪化 減少 16 14.3% 
向上 減少 112 
その他 25 22.3% 
向上 増加 35 32.1% 
向上 減少 12 11.0% 
悪化 増加 40 36.7% 
悪化 減少 7 6.4% 
悪化 増加 109 
その他 15 13.8% 
向上 増加 11 21.2% 
向上 減少 14 26.9% 
悪化 増加 8 15.4% 
悪化 減少 10 19.2% 
悪化 減少 52 





ホールディング会社への移行 12 子会社化（TOBや株式交換） 4 
子会社化（TOBや株式交換） 10 ホールディング会社への移行 3 
合併 2 上場廃止 1 
MBO 1 合併 1 



























































































































































































































































































































表 10 業種別に見た労働生産性を向上させた企業と悪化させた企業（2003 年度から 2005年度データ） 
  労働生産性が向上 労働生産性が悪化 
  従業員数減少 従業員数増加 従業員数減少 従業員数増加 
 社 社 社 社 
コンビニエンスストア 3 3 0 3 
ドラッグストア 0 21 1 9 
ＧＭＳ  6 1 3 0 
ホームセンター 4 8 4 4 
スーパーマーケット 14 15 8 15 
カーディーラー 3 2 2 1 
外食産業 24 27 14 30 
家電量販店 7 2 1 0 
専門店 31 34 13 31 
通販・ＩＴ 2 5 2 12 
特殊 3 5 1 3 
百貨店 15 0 3 1 








表 11 業種別に見た労働生産性を向上させた企業と悪化させた企業（2006 年度から 2008年度データ） 
  労働生産性が向上 労働生産性が悪化 
  従業員数減少 従業員数増加 従業員数減少 従業員数増加 
 社 社 社 社 
コンビニエンスストア 1 3 0 5 
ドラッグストア 1 11 0 15 
ＧＭＳ  1 3 1 3 
ホームセンター 1 4 3 9 
スーパーマーケット 13 20 4 12 
カーディーラー 1 1 0 1 
外食産業 18 29 7 30 
家電量販店 0 2 2 5 
専門店 14 24 12 48 
通販・ＩＴ 2 8 1 9 
特殊 2 2 4 2 
百貨店 7 0 6 1 





























































































表 12 労働生産性を向上させた企業と悪化させた企業の傾向とタイプ別分類 
  労働生産性が向上 労働生産性が悪化 
  従業員数減少 従業員数増加 従業員数減少 従業員数増加 
売上高・営業収益の規模 最も大きい 比較的小さい 中から大規模 最も小さい 
成長率 低い 最も高い マイナス 高い 
従業員数 最も多い 少ない 多い 少ない 
従業員数の伸び率 大幅に削減 大幅に増加 削減 大幅に増加 
人件費・労務費の寄与度 低い 大幅にプラス 最も低い 高い 
利払い後事業利益の寄与 低い 大幅にプラス マイナス わずかにプラス 
減価償却費の寄与度 マイナス プラス マイナス プラス 
収益性 低い 最も高い 最も低い 高い 









表 13 ４タイプの売上規模・売上高経常利益率・労働生産性・従業員規模の平均のノンパラメトリック検定 
（１）売上規模の平均のノンパラメトリック検定（2003年度～2005年度・単位：百万円）         
労働生産性 従業員数 N  平均値 最大値 最小値 標準偏差 平均ランク カイ２乗 自由度 漸近有意確率 
向上 増加 123 68,577  1,072,677  413  1,378.40 186.56 
向上 減少 112 133,574  1,830,282  1,567  954.6 231.68 
悪化 増加 109 51,302  833,871  643  871.9 175 
悪化 減少 52 88,379  1,308,150  5,843  603.1 204.52 
合計   396 84,805  1,830,282  413  1,073.40   
15.488  3 0.001* 
*は 1%で有意水準であることを示す．               
        
                      
（２）売上対経常利益率の平均のノンパラメトリック検定（2003年度～2005年度・単位：％）       
労働生産性 従業員数 N 平均値 最大値 最小値 標準偏差 平均ランク カイ２乗 自由度 漸近有意確率 
向上 増加 123 6.4  37.7  0.2  5.02  255.84  
向上 減少 112 3.8  49.8  -5.1  5.80  168.10  
悪化 増加 109 5.0  26.8  -8.9  5.02  212.78  
悪化 減少 52 0.7  16.5  -27.6  5.21  98.41  
合計   396 4.5  49.8  -27.6  5.55    
80.229  3 0.000* 
*は 1%で有意水準であることを示す．               
                      
（３）労働生産性の平均のノンパラメトリック検定（2003年度～2005年度・単位：万円）         
労働生産性 従業員数 N 平均値 最大値 最小値 標準偏差 平均ランク カイ２乗 自由度 漸近有意確率 
向上 増加 123 2,323  7,633  538  1,378  219.26  
向上 減少 112 2,053  6,050  544  954  207.72  
悪化 増加 109 1,872  3,384  633  603  155.92  
悪化 減少 52 1,635  5,362 418  871  185.91  
合計   396 2,032  7,633  418  1,073    
13.288  3 0.004* 
*は 1%で有意水準であることを示す．               
                      
（４）従業員規模の平均のノンパラメトリック検定（2003年度～2005年度・単位：人）         
労働生産性 従業員数 N 平均値 最大値 最小値 標準偏差 平均ランク カイ２乗 自由度 漸近有意確率 
向上 増加 123 736  4,815  8  875  184.29  
向上 減少 112 1,302  13,523  72  2,041  230.22  
悪化 増加 109 637  7,904  11  885  177.74  
悪化 減少 52 939  9,604  25  1,534  207.31  
合計   396 895  13,523  8  1,414    
14.394  3 0.002* 
*は 1%で有意水準であることを示す．               
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高は 4,400 億円で，従業員数は 5,000 人近く抱えており，日本の小売業としても大手企業
のひとつである．しかし，労働生産性の水準については様相が変わる．ライフコーポレー














のであった．丸和は 2006 年度に約 62億円の損失を計上したことに合わせて，正社員を早





















































2002 年度における 37社の臨時雇用者比率の平均値は 68.2％であったが，この比率は
2002 年度以降 2007 年度まで高まり続けた．これは恐らく，各社とも臨時雇用者を積極的
に登用することで，売上高に占める人件費・労務費を抑えようと行動していた背景がある
と考えられる．2007 年度以降についてはほぼ横ばいペースであり，直近の 2009 年度では
73.0％という水準であった．実際に臨時雇用者を含めて労働生産性を計測してみると，先




























































産性が 1,765 万円と，業種平均値の 2,018 万円を大きく下回っていた．しかし，臨時雇用







































































































































































































































































 ヤオコーは埼玉県を中心に 100 店舗を展開する企業であり，4社の中では最も若い企業







は 1900 年に創業した稲毛屋でその歴史は古い．1984 年には東証第一部に上場し，現在で












消費者の低価格志向の追い風を武器に，ここ 10年間で売上高を 855 億円から 2,212 億円に
まで急激に拡大させている．   
 ケース事例で扱う４社の概要を確認してきたが，いずれも日本を代表するスーパーマー
ケットチェーンであることは間違いない．また各社とも 2009 年度の時点では，売上高がほ




表 14 4 社の概要 
  本社所在地 創業 店舗 従業員 臨時雇用者 売上高（百万円） 
東急ストア 東京都目黒区 1956年 96 店舗 2,122 人 4,950 人 252,847  
ヤオコー 埼玉県川越市 1974年 100 店舗 1,612 人 4,129 人 195,654  
いなげや 東京都立川市 1948年 126 店舗 1,795 人 8,080 人 178,739  





次いでバローが 2,497 万円と高かった．これは 2008 年度のスーパーマーケット業種の平均




せて確認すべきである．そこで，４社の 1999 年度から 2008 年度までの売上高・営業収益
と労働生産性の動向を示したのが図 11である． 
 東急ストアの労働生産性は 1999年度の時点で 1,737 万円の水準であった．同社の売上高
は年々右肩下がりで漸減していったものの，労働生産性については，売上高とは逆に右肩
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労働生産性は 1999 年度から 2002 年度までほぼ順調な右肩上がりで推移した．1999年度で




















 ４社について，1999 年度から 2008 年度における，労働生産性の構成要素である従業員
数と付加価値額のデータを使用して，各年における各構成要素の変化率を観察したのが図
12である． 

























































































































































































































































































まっていた．しかし 2005 年度以降はほとんど横ばい傾向にある．2001 年度時点の臨時雇
用者比率は 58.1％であり，これは 2001 年度時点の臨時雇用者比率のスーパーマーケット
業種平均値である 61.5％より若干低い程度であった．その後７年間で 70.0％までに高める
ことになるが，2008 年度時点においても，業種平均値 73.1％を下回っていた． 
 一方，いなげやは既に 2001 年度当時から臨時雇用者比率が 82.5％であり，業種平均値
である 61.5％より 20％程度高い水準であった．2001 年度以降は，ほとんどその水準は横

























反対にバローは 2001年度時点で 65.3％とやや平均値である 61.5％より高かったが，そ









































































































































































































































東急ストア ヤオコー いなげや バロー
 
（日経 NEEDS－FinancialQUESTのデータを基に作成） 
図 15 ４社の付加価値額の変化率に対する各構成要素の寄与率（2000年度から 2008 年度データ） 
東急ストア　付加価値額の変化に対する
            構成要素の寄与率
















年度 人件費・労務費 賃借料 租税公課 減価償却費 純金利負担 利払後事業利益 
2000 -23.1% 12.6% -9.4% 2.4% -3.9% -78.6% 
2001 240.0% 89.9% -80.6% 48.9% -4.8% -393.4% 
2002 890.2% 69.6% 0.0% -222.8% -1.1% -635.9% 
2003 -147.5% -115.1% 0.0% 101.7% 13.4% 247.5% 
2004 -45.2% -96.5% 0.0% -60.0% -116.5% 418.3% 
2005 -71.2% 4.6% 0.0% -10.6% -3.2% -19.5% 
2006 140.1% 8.8% 0.0% -39.8% 4.0% -13.1% 
2007 -276.5% 218.8% 0.0% -476.5% -78.8% 712.9% 
2008 50.6% 130.4% 0.0% 17.0% 7.7% -105.7% 
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ヤオコー　付加価値額の変化に対する
           構成要素の寄与率
















年度 人件費・労務費 賃借料 租税公課 減価償却費 純金利負担 利払後事業利益 
2000 60.9% 38.0% -22.0% 10.2% 2.8% 10.1% 
2001 51.5% 29.6% 0.3% 4.6% -0.5% 14.6% 
2002 78.0% 8.1% 0.6% 3.2% -0.1% 10.2% 
2003 64.0% 12.8% 0.5% 2.3% -1.4% 21.9% 
2004 -141.4% 12.3% 0.4% 0.1% 0.4% 28.2% 
2005 64.8% 15.9% 3.7% 9.8% 0.4% 5.4% 
2006 63.4% 21.9% 4.6% -0.7% -0.2% 10.9% 
2007 22.8% 57.3% -3.9% -4.3% -5.9% 33.9% 





        構成要素の寄与率


















年度 人件費・労務費 賃借料 租税公課 減価償却費 純金利負担 利払後事業利益 
2000 120.4% -14.3% 1.9% 12.6% -25.7% 5.2% 
2001 317.7% 45.6% -31.6% 15.8% -67.4% -180.0% 
2002 -4.6% 3.6% 14.2% 0.6% 2.6% 83.6% 
2003 321.1% -46.7% -8.2% -35.2% 3.0% -133.9% 
2004 -37.2% 2.8% -1.7% -7.6% -17.9% -38.4% 
2005 803.8% 1503.8% 738.5% 2092.3% -492.3% -4546.2% 
2006 -77.7% 15.3% 2.5% 20.3% 0.6% -61.1% 
2007 -143.3% -11.2% 6.0% -42.6% -12.9% 103.9% 
2008 -4.0% -2.5% -3.8% -23.9% 25.6% 108.6% 
 
バロー 付加価値額の変化に対する
      構成要素の寄与率

















年度 人件費・労務費 賃借料 租税公課 減価償却費 純金利負担 利払後事業利益 
2000 56.2% 17.6% -4.0% 2.0% -4.2% 32.5% 
2001 84.7% 34.7% -2.0% 20.1% 0.5% -38.0% 
2002 27.9% 16.6% -19.0% 6.5% -2.0% 70.1% 
2003 51.7% 20.2% 0.0% 5.5% -2.2% 24.8% 
2004 69.3% 27.5% 0.0% 6.2% -0.3% -2.7% 
2005 2.2% 59.1% 0.0% 22.0% -3.2% 19.8% 
2006 30.1% 47.4% 0.0% -4.8% -5.4% 32.6% 
2007 61.0% 26.6% 0.0% 7.2% 0.2% 4.9% 
2008 37.1% 25.4% 0.0% 17.0% -3.9% 24.3% 
（日経 NEEDS－FinancialQUESTのデータを基に作成） 
 















性と ROA・売上高対経常利益率といった収益性指標の動向を合わせたのが図 16である． 
 視覚的にも，東急ストアといなげやに比べて，ヤオコーとバローの収益性指標の高さが
見て取れる．ヤオコーの ROAは 2009 年度で 11.3％と４社の中でも突出した水準にある．










度は 2.2％あった売上高対経常利益率も，2009 年度には 1.8％に落ち込んでいる．ROAも






























































































































































































































































































































































































































2 総務省統計局労働力調査平成 21年 10月速報値（新産業分類による遡及結果表）を参照．広義の
意味で卸・小売業における就業者数は 1,000万人を超える． 


































20日本トイザらスは，米国の親会社主導で日本事業を建て直すために，2009 年 9月に非上場化を 
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